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２０２２年７月２６日 
社員各位 
                                 コロナ対策本部 
 

「新型コロナウイルス感染症」に対する当社の基本方針（第１２次） 
 

オミクロン株の感染再拡大を受けて、第１１次基本方針(2022.6.28 発出)を以下のとおり

改定します。追加・変更点は赤字ゴシックで示しています。 

 

＜基本方針＞ 

１．当社役職員、その家族及び取引先への感染防止を最優先とする。 

 

２．「出勤前の自宅での体温測定→社用携帯での撮影→画像を LINEWORKS で平川課長 

へ送付」を２０２２年７月２７日(水)から再開する。 

 

 ３．当社役職員の業務上及びプライベート上の行動によっては、感染予防対策の観点 

から一定期間の自宅待機またはテレワークを命ずる（目安２日間程度）。 

 

４．通常業務態勢を維持するが、「秋田県新型コロナウイルス感染警戒レベル」が 

レベル３以上になった場合、「午前・午後別本社勤務体制」の実施を検討する。 

 

５．新型コロナウイルス感染症対策本部（以下「対策本部」）の設置を継続する。 

対策本部から適宜・適切な対策・指示を行う。 
 

 ６．「換気の悪い密閉空間」「多数が集まる密集場所」「間近で会話する密接場所」の 
３条件が重なる場を徹底して避ける。 

 
 
 
 
１．対応策（第１２次） 
 

（１）会社全体 

ａ 取引先の許可を得て、営業等の通常活動を行う。 

ｂ 会社主催によるイベント等の開催を引続き自粛する。 

ｃ 海外の出張は引き続き自粛する。 

ｄ 国内の出張に関する取扱い 

 不急の出張は避け、電子メールや WEB 会議を推奨するとしていたこれまでの取

扱いは継続するが、次の点について留意したうえでの国内出張を認める。 

 ① 出張に係る事前の手続きを徹底し、なるべく少人数での出張とすること。 

 ② 面会相手や時間、経路、訪問場所などについて、稟議書に記載すること。 

 ③ 出張期間中(出張前後を含む)の検温等の健康管理を徹底すること。発熱等

の風邪の症状がみられる場合は出張又は出張後の出勤を取りやめること。 
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 ④ 移動を含めた出張期間におけるマスク着用、手洗い等を徹底し、三密(密

閉・密集・密接)を避けるよう努めること。 

⑤ 出張先が定める感染防止策に従うこと。 

ｅ 緊急事態宣言、まん延防止等重点措置の適用を受けた都道府県、および自治体 

独自の緊急事態宣言が発出された都道府県からの来社は、自粛を要請する。 

ｆ 社内の会議・打ち合わせの開催は必要最小限とする。 

ｇ 除菌の強化 

①複数名で共同利用する車両（含 フォークリフト）は、使用者が使用後に必ず 

除菌する。 

②トイレ・洗面所等は使用者、集荷室・台車は業務・総務課が定期的に除菌 

する（ドアノブ等接触する部分を重点的に）。 

③対策本部及び内勤者は、２時間毎（10 時・12 時・14 時・16 時）に外の空気 

を入れ、換気する。 

ｈ 「新型コロナウイルス接触確認アプリ（COCOA）」を会社用携帯でインストール 

し（必須）、プライベート用携帯でもインストールする（推奨）。  

ｉ 当社の顧客で感染者が発生した場合は、速やかに対策本部に報告する。 

 

（２）社員への指示等 

ａ 業務上 

① 会食等 

業務上の会食は、４名以下とし、１次会のみとする。取引先および加盟 

団体等による会食に参加する場合は、対策本部の許可を得る。 

② 海外への往来 

自粛する。 

      ③  他都道府県への往来 

        イ 緊急事態宣言、蔓延防止等重点措置の適用を受けた都道府県、および 

        自治体独自の緊急事態宣言が発出された地域への訪問は自粛する。 

       ロ 上記「国内出張に関する取扱い」とする。 

ハ 対策本部が指定する都道府県を往来したときは、次の措置を行う。 

※注 第１０次基本方針以降での指定先： 

首都圏（東京都、神奈川県、埼玉県）、関西圏（大阪府、京都府） 

(イ) 往来後は在宅勤務とする（２～３日間。日数は下記(ハ)の結果 

受領時期による。）。休日は日数に通算する。 

(ロ) ２日目にＰＣＲ検査を受検する。 

受検場所：秋田市、大館市のＰＣＲセンター等 

受検費用：会社負担 

(ハ) ＰＣＲ検査の結果、陰性だった場合は、結果を受領して上司に 

報告した時点から出社を認める。 
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(ニ) 陽性だった場合は、対策本部に連絡し指示を受ける。 

(ホ) 往来後２週間は会食（社内での昼食を含む。）を避けること。 

ｂ プライベート 

①会食等 

「マスク会食」を励行し、飲食店の選定では感染予防対策が万全な店を選定 

すること。 

②居住県外の都道府県への往来 

イ 緊急事態宣言、蔓延防止等重点措置の適用を受けた都道府県、および 

       自治体独自の緊急事態宣言が発出された地域への訪問は自粛していただき

たい。 

      ロ．不急の訪問を避け、訪問地域の感染状況を調査したうえで、感染防止を最

優先とした行動を行っていただきたい。 

 なお、対策本部事務局及び所属部署長へ事前に「県外への滞在期間・滞在都

道府県名・交通機関」を必ず連絡(メール・LINEWORKS 等形式は問わない)す

ること。 

       ※本人ではなく、県外在住別居家族の往来（帰省等）の取り扱いは、本紙５． 

        Ｑ＆Ａ に詳細を記載。 

      ハ．県外への往来があった場合に訪問・入場を制限される可能性がある顧客を 

       持つ営業スタッフにおいては、顧客の規制内容を十分に注視しながら自身の 

往来を検討すること。 

ニ やむを得ずイの都道府県を往来したときは、次の措置を行う。 

(イ) 往来後は在宅勤務とする（２～３日間。日数は下記(ハ)の結果 

受領時期による。）。休日は日数に通算する。 

(ロ) ２日目にＰＣＲ検査を受検する。 

受検場所：秋田市、大館市のＰＣＲセンター等 

受検費用：会社負担 

(ハ) ＰＣＲ検査の結果、陰性だった場合は、結果を受領して上司に 

報告した時点から出社を認める。 

(ニ) 陽性だった場合は、対策本部に連絡し指示を受ける。 

③国や県の指針で提示されている感染防止策を徹底すること。 

    c  毎朝の検温の報告 

① 出勤前に自宅で体温を計り、その結果を社用携帯で撮影し、画像を 

LINEWORKS で事務局（平川課長）へ送信すること。 

検温結果、37.5 度以上あれば、対策本部へ連絡のうえ出勤しないこと。 

② 再開日：２０２２年７月２７日(水) 

  d 週報（訪問記録）の記入 

   社員・役員の行動ルート、接触者を把握するため、週報の記入を徹底すること。 

    また、その際、打ち合わせ・面談した顧客名も同時に記載すること。 
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  e  勤務時間内外にかかわらず、手洗い・消毒を徹底する。 

オフィスに入る際は、直ちに必ず実施すること。 

f  上記の他、咳エチケット・人混みを避ける等の一般感染症対策を徹底すること。 

 (既にマスク･消毒液を支給済み) 

g 当社への来訪者への応対時、原則全員に対して入口にある消毒液の使用を促す。 

  また、来訪者への検温を実施すること。 

  h  以下の症状がみられる場合は、対策本部に直ちに報告の上で休暇を取得 

し、医療機関で受診すること。 

また、同居家族が以下の症状となった場合も、対策本部に直ちに報告すること。 

加えて、自身が他の感染者の濃厚接触者となったときも、出勤せずに対策本部 

に報告すること。 

 

 

 

 

 

 

 
 

  i   暴飲暴食を慎み、規則正しい生活を送ること。 

   j   平日・休日問わずイベント等へ参加する場合は、感染防止対策を徹底すること。 

  k   家族の健康管理に特段の注意を払うこと。 

 

（３）各拠点に対する指示 ※（２）a検温の結果送信は各拠点も対応 

  a  能代事務所 

  b  東京支社 

    開発推進部長の判断の下、通常態勢に戻す。ただし、開発推進部長の判断で 

①テレワーク、②フレックスタイム、③自宅待機等の措置の継続を認める。 

  c  長崎（出向） 

本社と同様の対応とする。また、出向先である（株）ファーマコセルの方針・ 

指示に従う。  
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２. 体制 

（１）対策本部の設置 

a  情報・対策等の一元管理から対策本部を設置する。 

名称：新型コロナウイルス感染症対策本部（通称 コロナ対策本部） 

    本部長：社長 

    副本部長：専務 

    メンバー：後藤部長、加藤部長、天野部長、樋口部長 

    事務局：業務・総務課 

  b  対策本部の役割 

情報の収集・一元管理と感染防止に向けた対応策の指示 

    

c  事務局の役割 

対策本部をサポートする。 

 

３．期間 

  本指針は、２０２２年７月２６日から対策本部が解散宣言を出すまでとする。 

 

４．その他 

  全役職員が上記事項を徹底し、徹底し切れていないときは相互に注意喚起し合うこと。 
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５. Ｑ＆Ａ 

Ｑ１：まん延防止等重点措置の適用を受けた都道府県および自治体独自の緊急事態宣言 

が発出された都道府県から子息が帰省し（例えば５月の連休等）、一時的な同居 

生活を通じて濃厚接触した場合は、在宅勤務となるのか。 

 

 Ａ１：「１．対応策」→「（２）社員への指示等」→「ｂ プライベート」→「② 居住 

県外の都道府県への往来」→「ニ」と同様とする。 

まん延防止等重点措置の適用を受けた都道府県および自治体独自の緊急事態宣言 

が発出された都道府県以外のケースは、在宅勤務を命じず、報告も不要。 

 

 

 Ｑ２：機械の設置やメンテナンス関連で、まん延防止等重点措置の適用を受けた都道府県

および自治体独自の緊急事態宣言が発出された都道府県からの営業マンやサービス

マンと同行して顧客対応を行った場合、帰社が不可となり翌日以降、在宅勤務とな

るのか。 

 

 Ａ２：原則、在宅勤務を命じない。 

    ただし、当該営業マンやサービスマンに当社の新型コロナウイルス感染症に 

対する基本方針を伝え、濃厚接触を避ける。 

    具体的には次の対応をする。 

    ①空港や駅等からの送迎を行わず、各自の車で移動する。 

    ②一緒の会食を避ける。 

    ③ソーシャルディスタンスを確保する。 

    ④手洗い、手指消毒を小まめに行う。 

                                   以 上 


